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建築着工の減少などから、2008年の倒産件数は大幅増
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（１）2005年以降、企業倒産件数が緩やかな増加傾向（図表１）。この主因は、一次産品価格の高騰
　　によるコストアップ。実際、倒産件数と（負の）相関関係がみられる中小企業の売上高経常利益
　　率は、売上高原材料比率の上昇が強まった2005年ごろから水準が低下（図表２）。

（２）加えて、足元では建設業の倒産増加が顕著（図表３）。2007年６月の改正建築基準法の施行に
　　より、建築着工が大幅に減少したことが背景。今後を展望しても、建築着工の減少によるマイナ
　　ス影響が本格化すると予想されるなか、建設業の倒産件数は一段と増加する公算大。

（３）このように、当面、一次産品価格高騰によるコストアップと建設業の業績悪化という二重のマ
　　イナス影響により、企業倒産件数は上振れしやすい状況が続く見通し。そこで、以上二つのマイ
　　ナス影響を織り込んで中小企業の収益を予測したうえ、売上高経常利益率との相関関係をもとに
　　企業倒産件数を推計してみると、2007年10～12月期以降、大幅に増加するとの結果（図表４）。
　　2008年全体でみても16,030件と、2003年ごろの水準にまで悪化する見込み。

（４）この倒産増加に伴い、従業員被害者数も2008年末までに延べ約４万人増加すると試算。個人消
　　費へのマイナス影響も強まる見通し。

（図表１）倒産件数の推移（年率換算）
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（資料）東京商工リサーチ「倒産月報」

（図表２）倒産件数と企業収益の関係
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（注）1998年末から約１年の間に倒産件数が急減したのは、
　　　 総額30兆円に上る特別保証制度が実施されたため。
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(図表４)企業倒産件数の予測(年率換算)
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(資料)日本総合研究所作成
(注）予測の前提は以下の通り。
　　　①建築着工は2007年12月に例年水準に回復。
　　　②建設業以外の売上高は2007年入り後の趨勢で延長。ただし、
　　　　 建築着工減少による生産波及効果分だけ下方修正。
　　　③固定費の水準は直近値で横ばい。
　　　④売上高変動費比率は過去３年の趨勢で延長。
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（図表３）倒産件数の前年比寄与度
（％）

９月 10月 11月

総数 1.7 8.1 11.2 

農林漁鉱業 0.0 0.4 0.0 

建設業 ▲ 4.1 6.9 7.5 

製造業 2.3 ▲ 0.2 1.1 

卸売業 1.7 0.1 2.1 

小売業 0.4 0.4 ▲ 1.6 

金融・保険 0.6 0.2 0.2 

不動産 0.0 0.3 1.4 

運輸・通信 0.2 0.5 ▲ 0.5 

情報通信業 1.4 ▲ 0.1 ▲ 0.2 

サービス他 ▲ 0.8 ▲ 0.5 1.2 

（資料）東京商工リサーチ「倒産月報」
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